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は じ め に 

    
 

杉並区外部評価委員会は、杉並区による行政評価を第三者の立場から再評価し、

客観性を高めることなどを使命として平成１４年９月に発足し、今年度は１５回目

を数えます。 

今年度、区は、この間の区政を取り巻く環境の変化を踏まえ、基本構想（１０年

ビジョン）を実現するための具体的な道筋である実行計画（３年プログラム）を改

定し、平成２９年度からは新たな取組を進めていきます。 

区政を取り巻く社会経済状況の変化や新たな課題に対して、より効果的・効率的

な区政運営を行うために、予算や人材などの資源の有効活用、説明責任と区政の透

明性を確保することが不可欠であり、職員一人ひとりの意識改革や能力向上により

組織力を高めていくことが必要です。 

行政評価・外部評価がその実現のために大きな役割を果たすとともに、評価の結

果を区民の皆様にご覧いただき、区政への関心を高め、区政参画の一助にしていた

だけることを願っております。 

外部評価の対象となった所管課の皆様には、お忙しい中、ご協力いただきましたこ

とに深く感謝いたします。また、区の職員の皆様が本報告書を今後の取組の参考とし

ていただき、区民の皆様がご覧になることで、当委員会の活動が区政の発展に役立つ

ことを期待します。 

 
 

 
平成２９年３月 

杉並区外部評価委員会委員一同 
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第１章 外部評価の概要 

 

今回の外部評価は、平成２７年度に区が実施した施策、事務事業及び財団等の経営

に対する区の内部評価について、杉並区外部評価委員会(以下「外部評価委員会」)

が第三者の視点から再評価を行ったものです。 

 

１ 施策評価・事務事業評価 

（１）評価の対象 

平成２８年度の区の行政評価は、杉並区総合計画(１０年プラン)・杉並区実行計

画(３年プログラム)に基づく平成２７年度の取組を評価対象として実施されまし

た（平成２８年５月～７月）。 

外部評価については、外部評価委員会において、３２施策及び全事務事業の中か

ら５施策及び４事業を選定し、評価を行いました。(外部評価対象施策及び事業に

ついては４頁参照) 

 

（２）評価の進め方 

施策評価にあたっては、施策評価表のほか、施策を構成する事務事業の事務事業評

価表を参照し、体系的に評価することに努めました。また、施策や事業の実際の状況を

的確に把握し、評価の客観性を高めるとともに、各所管課において今後の行政評価

や事業展開の参考としていただくため、外部評価前に所管課ヒアリングを非公開で

行い、施策担当課長及び関係課職員と自由な意見交換を行いました。 

〈評価対象数〉 

 施策評価 事務事業評価 

自己評価対象数 ３２施策 

６５７事務事業 

施策を構成する事務事業  ４５６事業 

施策を構成しない事務事業 ２０１事業 

外部評価対象数 ５施策 施策を構成しない事務事業   ４事業 

 

（２）外部評価の視点 

  外部評価では、指標の適切性、費用対効果や効率化、区民サービスの向上、実施

方法などの評価の視点や課題認識が適切か、また、改善・見直しにあたり留意すべ

き視点が押さえられているかといった観点から評価を行いました。また、記載内容

についても、分かりやすくなっているか、どのような視点や項目で評価したらより

分かりやすくなるのかなどについて評価を行いました。 
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２ 財団等経営評価 

（１）評価の対象 

区は、財政的な支援などを行っている６団体に対する経営評価を行いました（平

成２８年６月～９月）。そのうち、公益財団法人杉並区シルバー人材センターの１

団体を今年度の外部評価の対象としました。 

               

（２）評価の視点 

外部評価では、団体や所管課が実施した内部評価などをもとに、それぞれの事業

目標の達成に向けた効率的かつ計画的な取組がなされているか、成果は上がってい

るかなどを総合的に評価し、また、評価表の記入方法などについても、分かりやす

い記載内容なのかどうなのか、あるいは、どのような視点があったらもっと分かり

やすくなるのかといった点から評価しました。 
 

 

                            

（参考）            財団等経営評価に対する外部評価 

財団等経営評価実施団体 
外部評価実施団体 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

公益財団法人杉並区障害者雇用支援事業団 ○    

公益財団法人杉並区スポーツ振興財団   ○  

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会  ○   

公益社団法人杉並区シルバー人材センター    ○ 

特定非営利活動法人すぎなみ環境ネットワーク  ○   

杉並区交流協会    ○  
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第２章 外部評価結果 

 
１ 外部評価対象施策等 

（１）施策(５施策) 

 

 

（２）施策を構成しない事務事業（４事業）   

 

 

（３）財団等経営評価（１団体） 

団 体 頁 

公益財団法人 杉並区シルバー人材センター 28 

 

 

 

 

 

 

目標 施 策 頁 

２ 暮らしやすく快適で魅
力あるまち 

5 良好な住環境の整備   6 

５ 人を育み共につながる 
  心豊かなまち 

20 妊娠・出産期の支援の充実  8 

22 就学前における教育・保育の充実 10 

26 成長・発達に応じたきめ細やかな教育の推進 12 

32 地域住民活動の支援と地域人材の育成 16 

事務事業評
価表番号 事務事業 頁 

13 情報システムの運営 20 

56 公衆浴場の確保対策 22 

109 民生（児童）委員活動 24 

467 国民健康保険一般事務   26 
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〈施策評価〉　②

目標２　暮らしやすく快適で魅力あるまち

施策目標
（平成33年度の姿）

２７年度目標 ２７年度実績 目標値（33年度）

92.5% 91.0% 95%

17% 19.5% 5%

施策の総合評価
（計画事業の取組実
績と評価結果）

今後の施策の方向

改善・見直しの方向
(中長期）

施策　５ 　良好な住環境の整備

○地域特性に応じた良好な住環境の保全・形成が進み、質の高い住宅都市、「住み続けたい
まち、住んでみたいまち」杉並として幅広く認識されています。また、歴史・文化、自然などの価
値ある場所がネットワーク化され、まちの魅力･価値が高まっています。
○区民が良質な住宅と良好な住環境の中で、ゆとりある住生活が送れるようになっています。
○まちづくりに関する諸制度の的確な運用により、良好な市街地形成が進んでいます。

成果指標

住環境に満足する区民の割合

最低居住面積水準未満の住宅に住む世帯の割合

【所管による自己評価】

　「誰もが安心して生活を継続できる多様な住環境」の実現に向けた住まいのあり方について、
「総合的な住まいのあり方に関する審議会」を設置して審議を重ねました。審議会では、公営住
宅の維持管理に重点を置いていた住宅施策を、空家の利活用を含めた民間の住宅ストックの
活用に向けて展開していく重要性などが議論され、多岐にわたる施策提言が盛り込まれまし
た。これまでも区は高齢者等の居住支援に積極的に取り組んできており、賃貸住宅あっせん件
数などの実績を順調に伸ばしてきていますが、今後は、答申を受けて対象範囲の拡大や内容
の充実に取り組むことが期待されています。
　また、総合的な空家対策として、法律に基づく空家等対策協議会の設置、空家等対策計画
の策定の準備を開始しました。
　一方で、区有の既存ストックである区営住宅については、積極的な長寿命化工事を行い、引
き続き有効活用を図るとともに、更なる高齢化に向けた対応を進めています。
　まちづくり施策では、住民との意見交換等を踏まえたまちづくり計画や地区計画の検討、自主
的なまちづくり活動に対する支援等を通じて、良好な住環境の向上に取り組んできました。

　「総合的な住まいのあり方に関する審議会」の答申を受け、空家の利活用を含めた民間の住
宅ストックの活用を促進するため、都市整備部門と保健福祉部門とが関係団体と協力して居住
支援協議会を設立し、高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅
への入居促進に、より一層積極的に取り組んでいきます。また、居住支援協議会における検討
により、空家を含む既存住宅のリノベーションの推進や子育て世帯向けの良質な住宅提供策の
構築など、今後の住宅施策の具体化を進めていきます。さらに、空家対策については、窓口の
一元化、空家等対策計画の策定により総合的に取り組んでいきます。
　区営住宅については、バリアフリー対策の実施や長寿命化工事による入居戸数の確保と、高
齢者・障害者・子育て世帯への入居優遇策の拡充などの施策を検討していきます。
　まちづくり施策については、区民等の自主的なまちづくり活動に対する支援制度の見直しを
行うとともに、具体的なまちづくりの手法をよりわかりやすく提示することなどにより、良好な住環
境の向上を図っていきます。

拡充 サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合
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今後の施策の方向

施策内容への評価

評価表の記入方法
などについての評価

施策を構成する事務
事業についての意見

対処方針

施策目標の実現に向けて順調に事業を実施している旨の評価内容になっているが、「ゆとりあ
る住生活が送れる」ようになっているかの指標である「最低居住面積水準未満の住宅に住む
世帯の割合」は平成３３年度の５％に対し、27年度実績で１９．５％であり、極めて実現が困難
な状況である。この対策に対する改善策や対処策は特に言及がなく、審議会答申などを踏ま
え施策の見直しが必要と考える。

まちの魅力・価値を高めているかの指標として「住環境に満足する区民の割合」よりも、転居率
（区外への）が実際の行動として把握しやすいのではないか。また、諸制度の的確な運用とし
て何を想定しているか、あっせん数等であれば、これも計画未達であるのでその原因を分析す
る必要がある。

主要事業を構成する区営住宅の住環境整備では、長寿命化修繕工事の数でなく、必要な工
事の完了率が妥当ではないか。計画的な維持修繕の実施率も有用である。高齢者等アパート
の提供では、応急一時居室管理戸数が２６年度の６２戸から27年度54戸に減少してるのに委
託費が増加している理由の記述が必要と思われる。

【外部評価に対する所管の対処方針】

○成果指標「最低居住面積水準未満の住宅に住む世帯の割合」については、ご指摘のとおり
現在の傾向を延長すると、目標年度での目標値の達成は極めて困難な状況です。今後は、審
議会答申を受けて平成28年度に設立した居住支援協議会の運営を支援し、まずは高齢者、
障害者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者に対する入居支援や住宅改修事業を充実させな
がら、より効果的な取組も検討し、良質な居住空間を有する住宅提供を促進していきます。ま
た、成果指標やその目標値については、次回改定時に、より適切な指標及びより精度の高い
目標値への見直しも検討します。
　
〇住環境への満足度として、転居率を採用することについては、住環境以外の要因による転
居も存在することを考慮する必要はありますが、一定の因果関係があると推測される客観的
数値でありますので、ご指摘を参考にさせていただき、今後の検討課題とさせていただきま
す。
　なお、まちづくりに関する諸制度の的確な運用としては、良好なまちづくり計画等の策定・住
環境維持に向けた区民等の自主的活動への支援促進を想定しておりますが、計画未達の取
組については、その原因の分析など、検証を行っていきます。
　
〇区営住宅の維持管理事業に係る数値目標など、事務事業における指標については、計画
数値と実績数値との差に関する考察や増減理由の記載などを含め、区民の視点で理解しや
すい記載を心がけていきます。

【外部評価】

拡充 サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合
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〈施策評価〉　②

目標５　人を育み共につながる心豊かなまち

施策目標
（平成33年度の姿）

２７年度目標 ２７年度実績 目標値（33年度）

50% 49.6% 55%

99%以上 98.6% 99%以上

施策の総合評価
（計画事業の取組実
績と評価結果）

今後の施策の方向

改善・見直しの方向
(中長期）

施策　２０ 　妊娠・出産期の支援の充実

○妊娠・出産を希望する家庭への相談や支援の実施などにより、安心して妊娠・出産できる環
境が整っています。
○妊娠期から出産後までつながりのある支援が実施され、出産後の保護者が安心して子育て
しています。

成果指標

パパママ学級受講率

すこやか赤ちゃん訪問率

【所管による自己評価】

　核家族化の進展などにより、ひとりで不安や悩みを抱える妊産婦が多い中、地域で安心して
出産、子育てができるよう、平成27年7月からは特に支援が必要な妊産婦を対象とした産後ケ
ア事業、12月から全妊婦と保健師等専門職が妊娠早期に面接を行い必要な支援につなげる
ゆりかご事業を開始しました。従来からの生後4か月までの乳児のいる家庭に保健師等専門職
が訪問するすこやか赤ちゃん訪問などと合わせて、妊娠初期から子育て期に至るまでの切れ
目のない支援の充実を図ることができました。
　また、年々申込みが増加している父親参加型のパパママ学級や母親学級の実施回数を増
やすことで、妊娠・出産に対する正しい知識の普及や両親で協力して育児をする動機付け等
を図ることができました。
　不妊に悩む夫婦に対する相談体制の強化や、特定不妊治療費の一部を助成することでの
経済的負担の軽減などを行いました。

　出産・子育てに不安を抱える妊産婦が多くなる中、保健センター等での相談件数も年々増え
ています。そのため、妊娠期から全妊婦との面接を行うゆりかご事業による相談体制を強化す
るとともに、母子保健システムを導入し様々な母子保健データを一元化することで、特に支援
が必要な妊産婦の早期発見、適切な支援を行っていきます。妊娠期から出産・子育て期まで
のつながりのある支援を行います。また、産後ケア事業の受入施設を拡充してより利用しやす
くするほか、父親の育児参加を促進するなど、内容の充実を図ります。
　近年増加傾向にある不妊についての悩みや不安を解消できるよう、相談できる環境の整備
を継続し、高額の治療費がかかる特定不妊治療に対する助成制度を有用に活用していただく
ために、多くの方に周知していきます。

拡充 サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合
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今後の施策の方向

施策内容への評価

評価表の記入方法
などについての評価

施策を構成する事務
事業についての意見

対処方針

【外部評価】

妊産婦及び乳幼児に対する健康診査に加え、産前産後ヘルパーの派遣や保健師等の家庭
訪問、また「パパママ学級」「母親学級」などの事業を通じて、核家族化への対応を充実したこ
とは評価できる。なお、安心できる妊娠・出産への環境整備としては、区内の医療機関で区民
の分娩数をどの程度カバーできているのかのデータ収集や産科支援対策の吟味等まだ課題
は多い。また、施策の効果と重要性は認められるが、一方でコスト抑制への対策も大変重要
であり、引き続き常勤職員と非常勤職員の組み合わせの工夫や委託費管理が必要である。

施策及び事業評価にあたり、その役立ちの物差しとして、区民意識調査的な指標を取り入れ
てはどうか。例えば「パパママ学級」「母親学級」でのアンケートから、安心感や有用性などに
ついての受講者の満足度を取り入れるなど、もう一歩踏み込んだ指標設定ができると良い。
また、成果指標に採用されている「すこやか赤ちゃん訪問率」については、ほぼ100％に近い
実績が達成されているため、次の目標として健康診査の受診率その他新たな成果指標の開
発も有用ではないか。

・「351妊産婦等健康診査」：事業に対する意見にある、里帰り先で受診した健康診査費用の
償還払いが可能であれば、精算方法についてわかりやすく書いてほしい。

・「355自立支援医療（育成）の給付」：自立支援医療は申請に手間及び費用がかかるため申
請件数が減少しているとのことであるが、申請のサポートや周知・働きかけ等の工夫が必要
と思われる。

・「254産前・産後支援」：活動指標と成果指標とを逆にした方が良いのではないか。また、訪
問育児サポーターが３回まで家庭訪問するとのことであるが、それ以上のサポートが必要な
方への対応についても記載した方が良い。

・「353母子に関する相談・講座等」：活動指標は、パパママ学級の受講者数よりも開催回数の
方が良いのではないか。また、「あそびのグループ」事業の活動内容、規模についても記述が
ほしい。

【外部評価に対する所管の対処方針】

　核家族化の進展や社会環境の変化等に伴い、妊娠・出産に対して不安や悩みを抱える妊
産婦が増加しております。これまでも妊娠・出産の環境整備から、産前・産後の相談・講座、
自立支援医療など、妊娠期から出産・子育て期に至るまで切れ目のない支援を行っており、
今後もきめ細かな対応を進めてまいります。
　また、妊娠・出産期の支援が拡充していることを踏まえ、実施にあたっては成果だけでなく、
コスト面も考慮に入れ、適切に事業が実施できるよう必要な見直しを図ってまいります。
　自立支援医療（育成）の給付制度については、平成28年度に、周知用チラシの見直しと、申
請者が自分で所得区分を確認できるチェックシートの作成を行い、これらを各保健センターの
窓口で配布するとともに、区ホームページにも平成29年１月から掲載し、周知に努めていま
す。
　なお、区内の医療機関で区民の分娩数をどの程度カバーできているのかについては、公表
されている分娩数や人口動態調査における区民の出産数により大方把握しているところであ
り、今後も安心して妊娠・出産できる環境の整備に向け、産科支援対策に取り組んでまいりま
す。
　その他、今回の外部評価の意見を踏まえて、各事業の評価方法（活動指標・成果指標）に
ついて、より実態や目標に合った項目への見直しを検討していくとともに、「あそびのグルー
プ」など記述内容についても事業内容等が分かりやすくなるよう、適切な表記を行ってまいり
ます。

拡充 サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合

9



〈施策評価〉　②

目標５　人を育み共につながる心豊かなまち

施策目標
（平成33年度の姿）

２７年度目標 ２７年度実績 目標値（33年度）

0人 136人 0人

90% 86.7% 90%以上

施策の総合評価
（計画事業の取組実
績と評価結果）

今後の施策の方向

改善・見直しの方向
(中長期）

施策　２２ 　就学前における教育・保育の充実

○保護者のニーズに応じた就学前の教育・保育サービスが提供され、子どもを産み育てながら
安心して就労等ができる環境が整っています。
○乳幼児の心身の状態や保護者の就労形態に柔軟に対応できる多様な保育サービスが提供
され、すべての子どもが健やかに育ち、小学校での生活や学びへ円滑につながっています。

成果指標

保育所入所待機児童数

保育園利用者の満足度

【所管による自己評価】

　待機児童の解消を目指し、認可保育所を核とした施設整備を進めるとともに、小規模保育事
業所の整備、新設認可保育園の空きクラスを活用した定期利用や既存保育園の定員の弾力
化などを行い、平成27年度は新たに700人を超える保育定員を確保しました。一方、平成28年4
月の認可保育園入所申込者は、前年比で約1割増の3,975人となり、平成28年4月1日時点で、
1歳児を中心に合計136人（区基準）の待機児童が発生しました。このため、平成29年4月の待
機児童解消に向けて、実行計画を上回る量の保育施設を平成28年度に緊急に整備する待機
児童解消緊急対策を策定しています。
　また、多様な保育サービスの推進について、医療的ケアを必要とする児童の受入れについて
検討を行い、平成28年度より障害児指定園において受入れを開始しました。病児保育につい
ては、平成28年3月に区内に2所目の病児保育室を開設しました。その他、延長保育・一時預
かり保育についても新規の私立認可園において拡充を図るなど、引き続き多様な保育サービス
の推進を図ります。

　平成28年度の当初予算による保育施設整備計画及び待機児童解消緊急対策（第一弾）の整
備を行ったとしても平成29年4月には500人以上の待機児童が見込まれたことから、平成29年4
月に確実に待機児童を解消するために待機児童解消緊急対策（第二弾）として、区が保有す
る土地・建物を活用するなど、これまでにない規模で認可保育所を核とした保育施設を整備し
ます。平成29年度以降も増加が見込まれる保育需要に対応した規模の保育施設整備を着実
に進めます。
　また、今後も国の基準を上回る現在の保育基準を堅持し、公立私立合同の研修会の開催や
巡回指導を拡充することで、保育の質を確保します。さらに障害児保育、病児保育や延長保育
など、多様な保育サービスの更なる充実を図るとともに、子ども・子育て支援新制度にもとづく地
域型保育事業施設の連携施設としての認可保育園の体制について検討を進めます。
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今後の施策の方向

施策内容への評価

評価表の記入方法
などについての評価

施策を構成する事務
事業についての意見

対処方針

【外部評価】

　厚生労働省の「平成20～24年人口動態保健所・市区町村別統計」によると、全国平均の合
計特殊出生率は1.38、東京都の区部1.07、杉並区0.97である。
現状のままで何もしない場合、超高齢化が進むとともに、今後は、人口の減少の幅が年々大
きくなり、2008年に1億2,808万人いた人口が、2110年には4,286万人に減少するという推計もあ
る。
　人口減、超少子高齢化の進行により、わが国は経済規模の縮小、国民の生活水準の低下、
地域の消滅などが起きる可能性が高い。これから急増する後期高齢者の介護等のケアを行う
のは若い世代である。今後、わが国が社会的な混乱を起こさずに存続していくために、合計特
殊出生率の向上を図ることは最重要の課題である。
若い世代からみても、子どもを安心して産み育てていくためには様々な支援が必要である。社
会全体で子どもを育てていくことが重要となる。特に、保育所は若い世代が子どもを産み育て
ていくために重要な施設である。
　杉並区の認可保育園は87園（区立44、民営43）である。区立保育園の多くが昭和40年代に
設置されており、老朽化・狭隘化が進んでいる。今後、計画的な再整備の促進を期待する。平
成27年4月1日現在の杉並区の認可保育所整備率（就学前児童／認可保育所定員数）は
28.93％で、ワースト４位の状況にある。杉並区でも平成25年に「待機児童対策緊急推進プラ
ン」を策定し、認可保育所を中心として整備を進め、平成25年4月に285名であった待機児童数
を平成27年には42名まで減少させたものの、平成28年は就学前児童人口の増加や女性の社
会進出などにより待機児童数は136名となった。このため、平成29年4月に向けて、平成28年
度当初予算による整備計画及び待機児童解消緊急対策（第一弾、第二弾）により、計2,000名
以上の施設整備を計画化した。整備に当たって予定地周辺の住民の方々の反対運動が起き
たが、丁寧な話し合いを行うことを期待する。

　23区内での認可保育所の整備水準を把握するため「認可保育所整備率」を成果指標化し、
行政の努力の程度を把握してはどうか。

　現在、認可保育園87園のうち民設民営園は43園である。建物の建て替えを行う場合、直営
では100％区費であるが、民設民営の場合、国・都の補助金により1/16の負担で済む現状が
ある。財政負担を考えると民設民営による運営もやむを得ないと考えるが、杉並区の保育の
質の維持のためにも区直営の保育所の維持を図られることを期待したい。

【外部評価に対する所管の対処方針】

　区では、これまで待機児童解消のための施設整備を精力的に進めてきました。平成29年4月
には私立の認可保育所は62所となり、地域型保育事業や認可外保育施設を含めると区内の
保育施設は200所を超える見込みです。
　こうした中、区立保育園は区内すべての保育施設の質の維持・向上に向けて、とりわけ新設
の認可保育所や認可外保育施設の保育を支援・けん引するような役割を担うとともに、地域型
保育事業の連携施設としての設定や需要が増加している障害児等の受け入れなど新たな課
題に対応していく必要があると考えております。
　こうした役割を果たすためには区立保育園を一定数維持する必要もあり、また、今後も多様
化する保育ニーズへの対応や待機児童の解消とその継続のため行財政改革にも取り組む必
要があると考えております。こうした点を踏まえて、今後の区立保育園のあり方については、来
年度に方針を検討することとしております。
　また、成果指標として「認可保育所整備率」の設定を検討します。

拡充
サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合

11



〈施策評価〉　②

目標５　人を育み共につながる心豊かなまち

施策目標
（平成33年度の姿）

２７年度目標 ２７年度実績 目標値（33年度）

0人 117人 0人

0.3% 0.57% 0%

2.2% 3.15% 0%

施策の総合評価
（計画事業の取組実
績と評価結果）

今後の施策の方向

改善・見直しの方向
(中長期）

施策　２６ 　成長・発達に応じたきめ細かな教育の推進

○すべての学校において、特別な支援を必要とする子どもたちにきめ細やかで適切な教育や
支援が行われ、子どもたちが持てる能力を伸ばしながら、健やかに学校生活を送っています。
○いじめや不登校の子どもが減少し、子どもたちが明るく元気に学校に通っています。
○少人数の学級運営ときめ細かな学習支援により、子どもたちにこれからの時代を生きるため
の力が着実に身に付いています。

成果指標

情緒障害学級の入級待機児童数（小学校）

不登校児童・生徒の出現率（小学校）

不登校児童・生徒の出現率（中学校）

【所管による自己評価】

　特別支援教育については、情緒障害通級指導学級入級待機者数の増加を踏まえ、平成27
年4月に、小学校における情緒障害通級指導学級（1校）を新規開設するとともに、従来の就学
支援相談と教育相談を統合し、発達障害等に関する総合的・一体的な相談体制としました。
加えて、「杉並区特別支援教育推進計画」を改定し、平成28年4月に中学校における情緒障
害通級指導学級（1校）を増設するとともに、小学校においては現在の情緒障害通級指導学級
に替え、平成28年度以降全校に順次特別支援教室を設置するなど、特別支援教育の一層の
充実を図ります。
　いじめ防止対策では、スマートフォンを通したいじめ被害等の防止に向け、新たに「すぎなみ
ネットでトラブル解決支援システム」の運用を開始したほか、家庭・学校・地域と連携した取組を
より一層総合的・効果的に推進するため、「杉並区いじめ防止対策推進基本方針」を策定しま
した。また、不登校対策においては、従来の学習機能に加え、居場所機能を充実させた中学
生対象の適応指導教室を新規開設しました。
　このほか、区内の医療機関の協力を得て、新たに「アレルギー対応ホットライン」を開設し、区
立子供園・小中学校等における緊急時の体制強化を図りました。

　特別支援教育では、平成28年度の富士見丘小エリア（6校）をスタートに、平成30年度までの
3年間で全小学校への特別支援教室の段階的設置を進め、従来の情緒障害通級指導学級待
機児童の解消と支援の充実を図ります。なお、特別支援教室の中学校への設置計画につい
ては、東京都の動向等を踏まえつつ、平成28年度に具体化します。
　いじめ防止対策については、これまでの「杉並中学生生徒会サミット」を新たに小学生を交え
た「すぎなみ小・中学生未来サミット」として発展させ、児童・生徒が一堂に会して主体的にいじ
め問題等を協議するなど、引き続き、いじめを許さない学校づくりを推進します。また、不登校
対策においては、不登校児童・生徒が増加傾向にあることを踏まえ、スクールソーシャルワー
カーを核とした福祉・医療機関との連携による支援をより一層進めていきます。
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今後の施策の方向

施策内容への評価

評価表の記入方法
などについての評価

施策を構成する事務
事業についての意見

　3つの成果指標のいずれも目標値を達成できていない厳しい状況にある。実際には難しい
面もあろうが、目標値未達成の要因がいかなるところにあるのかの分析がまず欲しいところで
ある。そのうえで、区および学校として対応すべきもしくは対応可能な部分がどこであり、その
部分にはしっかりと対応できているのか、どの部分が道半ばで、さらなる課題解決に向けた取
組みが今後どの程度必要なのかがわかるように、論理立てた評価がなされないと、改善・見
直しの方向の妥当性も判断できない。
　上述のことと関連して、たとえば、児童が不登校となる要因には、家庭におけるものと学校
等の家庭外におけるものとに大別されると思われる。学校での人間関係、特にいじめについ
ては、児童・生徒向けの防止対策としてサミットを開催したり、ネット解決支援システムを運用
したりしていることは分かるが、他方で、いじめや不登校の未然防止や早期対応を図るうえで
重要な役割を果たし得る教員や保護者に対して、課題解決に向けてどのようなアプローチが
実際に採られているのかが所管課評価からは見えてこない。この点に関する取組内容の記
載と評価が欲しいところである。

　上で指摘したことに加えて、活動指標（２）の「教育支援チームの訪問回数」については、実
績が計画値を大幅に下回っている理由を記載すべきであると考える。件数は目標値を下回っ
たものの、定期巡回では全ての学校を回っており、また、学校の要請があった場合に対応す
る随時訪問についても全て要請には応えており、加えて、一件当たりの滞在時間が長くなって
いるということであれば、そのような記載がなされないと、単純に数字的な悪化をもって質的
にも悪化しているかのような印象を与えてしまう。質的側面は必ずしも数値だけで即座に把握
できるわけではなく、むしろ、質的な改善が重要であることから、そうした点に留意した説明お
よび評価がなされると良いと思われる。

　学校教育の支援②（整理番号497）に係る成果指標（1）「いじめ解消率」および成果指標（2）
「いじめの解決に向けた主体的な態度に対する肯定率」の目標数値が、それぞれ91％と60％
となっており、それに対する実績がそれぞれ94.8％と59.2％となっている。どの程度の目標値
を設定すべきか悩んだうえでの数値であるとのことだが、これらは本来いずれも100％が目指
されるべき類の指標であると考える。現行の目標数値は、いずれも達成可能な値を設定して
いるだけに過ぎないと捉えられても致し方ないように思われる。
　ネット被害の防止（整理番号502）に係る活動指標（1）「ネット相談件数」は目標値が120に対
して実績が24件となっている。相談件数は必ずしも多いほうが良いとは言えないが、ネット相
談アプリのダウンロード件数442件に比して実際の相談件数が24件にとどまっているというこ
とからすると、相談件数がさらに伸びてもおかしくないと思われる。アプリの使い勝手やいざ相
談したい時に児童が安心して使えると思えるものであるかどうかなど、子どもたちの意向を把
握するなどの調査は行っているのか。また、今後の進め方の最後にある「このような対応を図
ることにより、相談件数の目標を実現していきます。」との記載はそもそもおかしい。目指され
るべきは、その前に記載されている相談への迅速な対応と、問題解決であって、相談件数の
目標値が達成されることが必ずしも望ましいこととは言えない点に注意すべきである。

【外部評価】

拡充 サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合
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対処方針

【外部評価に対する所管の対処方針】

【施策内容への評価について】
　「情緒障害学級の入級待機児童数（小）」が目標未達成の要因は、この間の学級増設後の
入級定員を上回る入級希望者があったことによりますが、こうした状況に的確に対応するた
めには、抜本的な対策を講じていく必要があります。このため、今後は平成３０年度までに全
ての小学校に特別支援教室を段階的に設置して、指導の充実とともに待機者の解消を図っ
ていきます。
　「不登校児童・生徒の出現率（小学校・中学校）」が目標未達成の要因は教職員や友人との
人間関係、家庭環境に加え、情緒不安などの本人に起因するケースが増えていると分析して
おり、そうした実態を踏まえれば、出現率０％という指標の設定自体を見直す必要があると考
えます。今後とも個々のケースに応じたきめ細やかな支援に努める一方、平成３０年度に予
定する区の総合計画改定の中で、より適切な指標の在り方を検討してまいります。
　なお、施策内容への評価については、ご指摘のように区及び学校が対応可能な部分とそう
でない部分との切り分け、対応可能な部分には十分対応できているかといった点に留意した
記載内容に努めていきます。
【評価表の記入方法などについての評価について】
　「教育支援チームの訪問回数」については、ご指摘を踏まえ、訪問回数の数値的側面だけ
でなく、取組内容など質的側面の評価が重要であることに留意した説明・評価に努めていきま
す。
【施策を構成する事務事業についての意見について】
　「いじめの解消率」については、基準日現在の継続対応案件もあるため１００％は現実的に
難しいと考えますが、「いじめの解決に向けた主体的な態度に対する肯定率」の目標数値を
含め、より適切な数値となるよう検討します。
　「ネット相談アプリ」については、今後とも児童生徒からよせられる意見等を参考にして必要
な改善を図るとともに、ご指摘を踏まえ、適切な記載内容に努めていきます。
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〈施策評価〉　②

目標５　人を育み共につながる心豊かなまち

施策目標
（平成33年度の姿）

２７年度目標 ２７年度実績 目標値（33年度）

54% 48.9% 60%

50件 62件 80件

84% 84.7% 88%

施策の総合評価
（計画事業の取組実
績と評価結果）

今後の施策の方向

改善・見直しの方向
(中長期）

施策　３２ 　地域住民活動の支援と地域人材の育成

○地域住民や町会・自治会をはじめとする地域活動団体間の協働により、地域の課題は区民
が自ら考え解決していく「自治型コミュニティ」の形成が進んでいます。
○協働提案制度による地域課題、地域人材の掘り起こしや地域活動団体からの斬新なアイデ
アの提供など、区と地域活動団体間、地域活動団体相互間のネットワークが形成され、地域課
題を解決するための「協働の輪」が拡がっています。また、ＮＰＯの活動に対する区民の理解も
深まり、ＮＰＯ支援基金への寄附が増加するなど、活動しやすい環境が整ってきています。
○地域社会に貢献する人材や、協働の担い手となる人材が育ってきています。

成果指標

町会・自治会加入率

ＮＰＯ支援基金への寄附件数

すぎなみ地域大学講座修了者の地域活動参加率

【所管による自己評価】

　加入率の減少が課題となっている町会・自治会の活性化支援のため、22団体に総額3,828千
円のまちの絆向上事業助成を行いました。継続的な町会未組織地域への働きかけにより、新た
に2町会が設立されました。また、地域区民センター協議会が開催した地域懇談会では、町会・
自治会のほか、PTAやNPOなど幅広い関係団体との絆が強まりました。
　協働提案制度では、平成28年度実施事業として、新規2事業、継続3事業の5事業の事業化
を決定し、地域活動団体との協働を進めることができました。平成26・27年度に実施した2事業
については、その事業実績・評価、事業で培ったノウハウを踏まえて、区内ＮＰＯの自主事業に
引き継いだり、区の事業に生かしていくこととしました。ＮＰＯ支援基金への寄附件数は、62件と
昨年並みで、寄附件数を増やしていくことが課題となっています。
　すぎなみ地域大学の受講者数は、累計（平成18～27年度）で11,683人となりました。また、地
域大学修了生の地域活動への参加率も、毎年80％を超え、多くの区民を地域活動につないで
います。
　また、杉並第一小学校と阿佐谷地域区民センター等の集会機能との複合化に向け、地域関
係者等で構成された懇談会の意見を、施設の基本計画に反映できました。

　町会・自治会については、加入率減少への早急な対応と町会・自治会未結成地域の解消を
最大の課題と捉え、集合住宅等の未加入者への加入促進や、防災会等の組織に対する町会・
自治会結成に向け働き掛けを強化します。また、平成27年度、区と杉並区町会連合会との協働
により実施し、好評であった「町会・自治会加入促進、活動活性化講座」を引き続き28年度も開
催します。
　協働提案制度の実施とＮＰＯ活動資金助成事業の制度の改善（助成対象枠の拡大）につい
ては、平成25年度から開始していますが、平成29年度以降の各制度の更なる活性化を目指し
て、課題の洗い出しと改善案の検討を進めていきます。
　すぎなみ地域大学については、より多くの地域大学の修了生が、主体的に地域活動に参加
し実践できるよう、事業所管課、中間支援組織（すぎなみ協働プラザ等）、区内の教育機関等と
の連携・協力を更に深め、講座内容の充実を図っていきます。実践的な講座内容により、地域
人材を継続的に育成・輩出していくことで、地域活動団体を人材面から支援していきます。
　また、多世代が気軽に利用できる地域コミュニティ施設の整備については、地域住民の声に
耳を傾けながら進めていきます。

拡充 サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合
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今後の施策の方向

施策内容への評価

評価表の記入方法
などについての評価

施策を構成する事務
事業についての意見

・「施策の総合評価」について、取組の実績等々は列挙されているが、取組を実施した結果ど
ういう効果が得られたか、評価が一切なされていない。評価欄に記載された取組実績が指標
化されておらず、評価に関して妥当か否かの判断ができない。

・「今後の施策の方向性」については、自己評価では「拡充」となっているが、何をどう拡充する
のか、今後の進め方に記載された説明では、具体的な方向性が見えない。
外部評価としては、今後の施策の方向性は、「まちの絆向上事業助成」の予算が27年度から
200万円増額され500万円となっていることから、今年度の評価では、コストを維持し、手段を見
直すことによって活動を拡充し、サービス増につなげるべきと考える。

・自治型コミュニティの形成を進めるためには、町会・自治会への加入率増に固執することな
く、その手段について、NPOや地域活動団体等の取組など、全体を踏まえて見直すことも必要
ではないか。

・「施策の総合評価」、「今後の進め方」に記載されたコメントは、各欄ともに、活動ごとに個々
に記載されているだけで、施策全体の評価になっていない。
・総合評価に記載された活動実績も指標化されておらず、コメントの根拠が不明である。

・活動指標1・3、成果指標3に関して、目標値が下方修正されているが、修正理由が明記され
ていないことから、目標の達成状況について適切な評価ができない。

・「区政協力委託を締結した町会・自治会数」等、区としての目標値を設定できない指標が散見
される。委託率、対応率等、区の取組として目標設定できるよう、指標の見直しが必要である。

・整理番号060「地域住民活動の支援」については、講座にかかる取組及び成果を指標化すべ
き。事業コストの方向性が拡充となっているが、現状の中で手段・方法を見直しながら改善し、
活動を拡充していくのであれば、現状維持ではないか。

・整理番号062「NPO等の活動支援」について
協働提案制度に関しては、第三者による評価が適切に実施されており、ＰＤＣＡを回して改善
につなげている点は評価できる。
「すぎなみ協働プラザ」に関しては、活動拠点として重要としているにもかかわらず評価が全く
なされていない。活動拠点としてどれだけ活用されているかをしっかりチェックしていく必要が
ある。
すぎなみ地域コムについては、さらに成果を把握するための仕組みと指標の見直しが必要で
ある。

・整理番号063「地域人材の育成」については、成果指標１の「地域活動参加者数」が、396→
379→338と年々減少、年度目標に対しても未達であり、減少・未達要因のさらなる分析が必要
である。要因分析、改善策の検討には、修了生へのヒアリングやアンケート等も有効ではない
か。

・整理番号075「地域集会施設等維持管理」に関して、近隣住民からの苦情、トラブル等を指標
化し評価・改善につなげていく仕組みが必要である。

【外部評価】

拡充 サービス増 現状維持 効率化 縮小・統廃合
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対処方針

【外部評価に対する所管の対処方針】

　ご指摘のとおり、現在の成果指標は町会・自治会の活動実績を適切に評価する指標となっ
ていないため、まちの絆向上事業助成や地域活性化講座の取組実績の指標化について検討
してまいります。また、「今後の施策の方向性」については、コスト維持のまま、手法転換等に
より成果の向上を目指す「サービス増」に該当するものと確認いたしました。
　自治型コミュニティの形成の進め方に関するご意見については、「町会・自治会加入率」は今
後も重要な指標の一つと考えますが、それだけに着目することなく、「施策の総合評価」や「今
後の進め方」への記載内容も含め、地域活動団体の全体を俯瞰した評価が行えるよう、今
後、適切な時期に見直しを行います。
　また、各事務事業については、「地域住民活動の支援」の指標は「まちの絆向上事業助成」
の申請件数などわかりやすく妥当性のあるものに見直し、「地域集会施設等維持管理」につい
ては、意見要望等の抽出方法も含め、指標化を検討します。
　「ＮＰＯ等の活動支援」については、「すぎなみ協働プラザ」の活動を適切に評価するため、指
標を設定するとともに、「すぎなみ地域コム」の成果を把握するため、アンケート結果をもとに評
価します。
　「地域人材の育成」にかかる指標の目標値は、これまでの推移を元に、実行計画の改定に合
わせて下方修正しましたが、今後は修正理由を明記いたします。また、今後の「地域活動参加
者数」の増加を図っていくため、現在実施しているアンケート等の分析結果を講座企画に効果
的に反映し、一人でも多くの修了生が実際の地域活動に繋がっていくよう事業改善に努めて
いきます。

18



19



〈事務事業評価(施策を構成しない事務事業）〉

情報システムの運営　(No13）

Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

27年度計画 27年度実績

現状維持

　社会保障・税番号制度への対応として、平成27年10月には住基システムへの個人番号
の一斉指定、団体内統合宛名システムの整備、平成28年1月には各業務システムでの個
人番号の利用開始に向けた改修等を行いました。
　住民情報系システム再構築では、検討部会を開催し 、オープン化に伴う具体的な課題
について検討を行い方向性を取りまとめ、中間のまとめを行いました。また、平成27年12月
には、ホストコンピュータ本番機について、区の業務に支障を及ぼさないよう円滑に入替を
実施しました。

【所管による自己評価】

評価と課題
　杉並区の事務事業が円滑かつ適切に執行できるように、システムの安定性やセキュリティ
を確保しつつ、ＩＣＴ技術の進展に合わせ、システムを管理運用します。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

手段・方法の見直し（改善）

事業の目的・目標
○杉並区が各種事務事業を円滑かつ適切に実施できるように、電子計算機、関連機器及
びネットワーク機器等を適切に管理運用する。

活動内容
(事務事業の内容、
やり方、手順）

○管理するハードウェアとソフトウェアの可用性、機密性、完全性を確保しつつ、ＩＣＴ技術
の進歩、コストなどの観点からシステムを適切に管理運用する。

内部情報システム（統合内部情報システム）提供時間 5,124時間 5,124時間

成果指標
ホスト系情報システム運用率 100% 99.9%

ネットワーク系情報システム運用率 100% 100%

2,292時間

事業実績

指標

活動指標
住民情報システム（中央電子計算組織）オンライン提供時間 2,295時間

　平成29年7月の社会保障・税番号制度における情報連携の開始に向けて、平成28年度
は総合運用テストを円滑に実施できるよう準備を適切に進めます。
　住民情報系システムの再構築は、再構築方針に基づき、スケジュール及びコスト管理の
視点に立ち推進体制を整備します。また、再構築後のシステムに求められる機能を見極め
るため、業務分析やシステム構築事業者からの情報収集を行います。
　情報システムセキュリティの強靭化に取り組むため、区独自のセキュリティ対策を確実に
行います。

今後の進め方
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Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

縮小

【外部評価】

今後の方向性
（見直しの視点）

手段・方法の見直し（改善）

対処方針

○事業内容への評価
　情報システムの抜本的見直しについては、現在、住民情報系システムの再構築を進め
ており、ホストシステムをパッケージシステムに移行するなどにより、情報政策部門の役割
も「開発・運用」から「企画・調達・運用支援」へと大幅に変わることを予想しており、企画・
調達・運用支援に軸足を移した適切な職員配置の実現を目指してまいります。
　また、コスト増の要因となる委託費については、経費精査を適切に行える職員の資質向
上、外部事業者による経費精査により、これまで以上に経費縮減に取り組んでまいりま
す。
　中長期的には、住民情報系システム再構築を進める中でヘルプデスク機能やシステム
の統合的な運用管理を担う業務委託の導入について検討してまいります。

○評価表の記入方法などについての評価
　管理するハード・ソフトウェアを適切に管理するとともに、セキュリティを確保し、適正な情
報を提供するなど、情報システムを安定して運用することが重要ですが、その取組成果を
指標として定量的に示すことが課題であると考えています。ご指摘いただきましたように、
より具体的な「顧客」対応としての視点をどのように指標に反映するか、現行のシステム運
用率の算定方法も含めて検討してまいります。

事業内容への評価

現状は情報システムの抜本的な見直しに至っておらず、個人番号への対応などの要因も
あるものの時間当たりのコストも漸増となっている。事業費の約7割が委託費であり、区の
直営で行う仕事と委託で行う仕事の切り分け、システムの考え方やハードの設計について
一度外部の視点から見直す必要がある。

評価表の記入方法な
どについての評価

情報システムは庁内的には他部局が顧客、庁外的には区民や関係者・企業が顧客になる
から、こうした顧客ニーズにどの程度対応したかの視点が、セキュリテイや区民情報保護
の観点と同時に求められる。運用率以外に誤計算や情報保護の問題が生じた件数等を
指標に追加してはどうか。

【外部評価に対する所管の対処方針】
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〈事務事業評価(施策を構成しない事務事業）〉

公衆浴場の確保対策　(No56）

Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

　自家風呂率が高い状況の中で、浴場を活用した区民の健康増進事業、各種イベント事
業を支援するとともに、設備改修における経済的な負担を軽減し、区民の浴場利用を推進
していきます。

今後の進め方

事業実績

指標

活動指標
区内公衆浴場数（年度末現在） 23軒

成果指標
1浴場1日当たりの平均入浴人数 140人 136人

公衆浴場存続率前年度比 100% 100%

23軒

事業の目的・目標 ○公衆衛生の確保のため、区民に身近な場所に公衆浴場が存続している状態

活動内容
(事務事業の内容、
やり方、手順）

○杉並浴場組合が実施するイベント等経費の一部を補助する。
○基幹設備の整備に要する経費の一部を補助する。
○クリーンエネルギー化及び健康増進型への改修・改築工事に要する経費の一部を補助
する。
○区庁舎でのロビーイベントや広報への記事掲載等公衆浴場の利用促進活動を実施す
る。

27年度計画 27年度実績

現状維持

　公衆浴場確保対策事業に要する経費等の補助や事業活動の区民周知を行ったほか、
設備整備を必要とする浴場において、申請のあった浴場に対して設備整備補助を行い、
浴場確保の支援を行いました。

【所管による自己評価】

評価と課題

　区内公衆浴場は、経営者の高齢化、後継者不足、施設の老朽化等、課題が多く厳しい
状況にあります。平成27年度は、公衆浴場の利用者増を図るため、菖蒲湯やハーブ湯など
のイベント開催時におけるチラシ配布、広報すぎなみやホームページへの掲載を行いまし
た。
　また、施設の老朽化や改修が必要とされる浴場に対し、設備整備補助金の支援を行いま
したが、自家風呂保有率が97％を超えている中、浴場をとりまく課題は年々厳しい状況が
進行しています。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

手段・方法の見直し（改善）
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Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

対処方針

　公衆浴場は公衆衛生の確保等のために必要な施設として、区は、各種イベント事業、健
康増進事業、施設設備の改修・改築工事などの補助支援策を通して、浴場数や浴場利用
者を減少させないように支援してきました。一方、浴場組合でも、新たな利用者層を確保す
るため、ホームページやパンフレット、施設内表記の多言語化に努めるなど、外国人利用
者の誘致を推進しているところです。
　ご指摘どおり、今後の公衆浴場への支援は、計画的かつ戦略的に取り組む必要があり、
区は、利用者の動向を見据えながら、今後も浴場組合と協議を重ね、区内公衆浴場の魅
力が増進し、より多くの利用者に繋がるよう、計画的・戦略的な視点に立った支援策を推
進してまいります。
　また、評価表等の記入方法につきましては、根拠法令等の一つを「公衆浴場の確保のた
めの特別措置に関する法律」に変更するとともに、ご指摘の趣旨を踏まえて、活動指標及
び成果指標を見直し、適切な指標となるよう改善を図ってまいります。

事業内容への評価

　自家風呂率が97％に達している中で、区民にとって足を運びたくなるような魅力的な公
衆浴場にしていくうえで、活動内容として掲げられている4つの柱はいずれも重要である。
特に魅力増進の観点からは、環境効率性の高い施設への改修はもとより、公衆浴場に親
しむ機会となる各種イベントの開催および健康増進に資する事業の実施や設備の導入
を、計画的かつ戦略的に実施していくことが肝要となる。計画性・戦略性をもった公衆浴場
経営に対する支援を区として実施していくことが求められているのではないか。
　「評価と課題」においては、区内公衆浴場を取り巻く厳しい状況と区として実施した事業
の概要が簡潔に記載されているが、事業の実施が成果指標（1）「1浴場1日当たりの平均
入浴人数」の改善につながっているのか、つながっていないとすればそれはなぜなのかと
いった分析が欲しい。そのうえで、今後の進め方を具体的に見極めていく必要があると思
われる。
　ここ数年では1浴場1日当たり140人と横ばいとなっているようであるが、区民にとどまら
ず、区外や外国人観光客などを呼び込むことも念頭に置きつつ、区内公衆浴場のさらなる
魅力増進策を検討することも求められているのではないか。

評価表の記入方法な
どについての評価

　根拠法令等には区の要綱のみが列挙されているが、これらの要綱の前提として、「公衆
浴場法」および「公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律」があるのではないの
か。

「区内公衆浴場数」は、各種活動を実施した結果として維持されるものであって、活動指標
足りえないと思われる。むしろ成果指標に位置付けるべきものではないか。あわせて、活
動内容を活動指標化するほうが、活動指標としては適切なものとなると思われる。

【外部評価に対する所管の対処方針】

現状維持

【外部評価】

今後の方向性
（見直しの視点）

手段・方法の見直し（改善）
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〈事務事業評価(施策を構成しない事務事業）〉

民生（児童）委員活動　(No109）

Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

27年度計画 27年度実績

現状維持

○「安心おたっしゃ訪問」や「地域のたすけあいネットワーク(地域の手)」への協力、各種街
頭キャンペーンやイベントへの参加など、多岐にわたる活動を支援しました。
○委員の資質向上ために、事項別合同研修や実務研修のほか、地区単位で行う研修など
を支援しました。

【所管による自己評価】

評価と課題

　平成27年度の安心おたっしゃ訪問事業への協力では、5,903人の高齢者を訪問しまし
た。災害時要配慮者対策では、たすけあいネットワーク(地域の手)の個別避難支援プラン
の新規作成や更新作業を進めると共に、各震災救援所での会議や訓練にも協力しまし
た。
　平成28年度の一斉改選に伴う後任委員の確保と、欠員地区の解消が今年度の大きな課
題です。各町会・自治会等に対して事務局・地区会長が候補者の選任の依頼をし、委員の
候補者確保を進めています。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視

点） 手段・方法の見直し（改善）

事業の目的・目標
○民生委員・児童委員が、支援を必要とする地域住民に対し相談支援活動を円滑に行え
るようにする。
○民生委員・児童委員の福祉知識を高め、福祉相談の担い手としての資質を向上させる。

活動内容
(事務事業の内容、
やり方、手順）

○実務研修や、部会のテーマ別に行われる事項別研修を実施し福祉知識を向上させる。
○地区協議会が行う施設見学や講演会等の自主研修に対する経費の一部を助成する。
○民生委員・児童委員の調査、相談等の活動への支援を行い、活動費を支給する。

協議会・研修参加者数 15,000人 14,504人

成果指標
区民1,000人あたりの民生委員・児童委員が対応した相談・支援件数 20件 8件

委員定数充足率 100% 92.3%

4,723件

事業実績

指
標

活動指標
民生委員・児童委員が対応した相談・支援件数 10,300件

○引き続き民生委員・児童委員への依頼事項を整理し優先順位をつけることで、委員の負
担軽減、活動の効率向上を目指します。
○研修等を通して民生委員・児童委員の資質向上を図ります。
○町会・自治会をはじめとする地域団体との連携をより強くし、欠員地区の解消に努めま
す。

今後の進め方
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Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

拡充

【外部評価】

今後の方向性
（見直しの視点）

手段・方法の見直し（改善）

対処方針

　民生（児童）委員の充足率向上のため、町会・自治会などの地域団体との連携の強化を
引き続き図っていくとともに、民生（児童）委員の地域福祉への必要性や活動内容を広く区
民にＰＲし、周知することで、新たな人材の確保に努めます。また、各関係機関からの依頼
事項を整理し順位をつけ、調整を行なうことなどにより、民生（児童）委員ならではの活動
を優先し、負担軽減を図ります。

事業内容への評価

民生(児童）委員は戦前の「済世顧問制度」「方面委員」からの歴史を持ち、地域における
社会問題解決に貢献してきた。全国的な傾向として委員の高齢化、なり手不足が深刻な
状況にある。
杉並区の地域福祉の推進にはなくてはならない職であるので、新たな人材の掘り起こし、
負担を軽減、新たな活動方策のあり方の模索などの取り組みを期待する。

評価表の記入方法な
どについての評価

「充足率」は最重要指標であると考える。
「民生委員・児童委員が対応した相談・支援件数 」「協議会・研修参加者数」は委員の負
担軽減も重要な視点なので、無理な目標としないこと。
委員活動の質を重視すること。

【外部評価に対する所管の対処方針】
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〈事務事業評価(施策を構成しない事務事業）〉

国民健康保険一般事務　(No573）

Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

　個人番号制度の開始や平成30年4月から国民健康保険保険者の都道府県単位化など
の制度改正に対し、国保事業の安定的な運営及び効率的に事業が実施できる組織体制
の見直しが求められています。
　平成30年1月から国民健康保険の定型的な業務については、外部委託により運営しま
す。今後は、新制度への対応や医療費の適正化に着目した保険事業の推進及び保険料
の収納率向上等の重点課題に取組むとともに、区民への適切な情報発信に努めていきま
す。

今後の進め方

事業実績

指標

活動指標
平均被保険者世帯数 103,025世帯

平均被保険者数 147,341人 140,902人

成果指標
保険料現年度分収納率 87.5% 84.1%

100,516世帯

事業の目的・目標 ○杉並区国民健康保険事業の安定的な運営を行う。

活動内容
(事務事業の内容、
やり方、手順）

○国民健康保険事業運営に要する一般事務経費の執行、保険資格、賦課、徴収、給付の
事務を行う。

27年度計画 27年度実績

現状維持

○様々な理由で保険料の納付が困難な方には、分割納付等を行い丁寧な納付相談に努
めました。
○悪質な滞納者には財産の差押えを有効に活用して徴収に努めました。
○国民健康被保険者証の一斉更新年度につき、9月に新証を発行しました。
○柔道整復等施術に関する患者調査や後発医薬品差額通知書の送付、海外療養費の申
請に関する調査委託を実施する等、医療費の縮減に努めました。

【所管による自己評価】

評価と課題

　収入の縮減や医療費の縮減に着目した事業の推進、国保制度の効果的な趣旨普及な
ど、効率的な国保事業を運営するため、適切な予算執行に努めるとともに、平成30年度か
ら施行される新制度に関する情報収集を行いました。今後は、新制度の対応に必要な自
庁システムの改修や事務処理等の準備を進めます。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

手段・方法の見直し（改善）
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Ⅰ　事業コストの
　　 方向性

Ⅱ　事業の改善

対処方針

○成果指標である「保険料現年分収納率」については、実績が26年度より下回ったことも
あり、27年度は23区中16位の成績でした。目標達成できなかったことは、その要因を分
析・評価し、来年度の計画値の設定や収納率向上に向けた対策に生かしていく必要があ
ると考えます。今後は「評価と課題」において事業の成果と結果を明記するようにします。
　収納率向上対策としては、28年度は、納付センターを活用して現年分の未納者対策に早
期に着手するとともに財産調査の範囲を拡大し、悪質滞納者への差し押さえの強化を図り
ました。平成29年度は、定型業務を外部委託したことにより、職員が徴収業務に専念でき
ることから、資格の適正化（社保との二重加入解消）や滞納処分の執行停止を効率的に
実施し、収納率向上を図ります。
　
○本事業の医療費の適正化に資する事務的経費では、ジェネリック医薬品の差額通知送
付や柔道整復等の施術のアンケート調査、レセプト点検業務があります。ジェネリック医薬
品の普及率は国の目標値が示されており、普及率が上昇することによる医療費縮減の効
果も見込めます。来年度の評価から、活動指標を「平均被保険者数」から「ジェネリック医
薬品差額通知数」に変更し、成果指標は「ジェネリック医薬品普及率」とします。今後は、
費用対効果の観点を入れて評価するよう改善します。
　なお、医療費の適正化については、本事業以外に「特定健康診査・特定保健指導」「国
民健康保険事業」「国民健康保険一般療養の給付」等、複数の事業が関連するため、国
民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針に基づき策定した「杉並区国民健
康保険データヘルス計画」の報告にて評価していきます。

事業内容への評価

・成果指標である「保険料現年分収納率」が27年度計画値の87.5％に対して、実績値は
84.1％と3.4ポイント下回った結果となった。特別会計である国民健康保険の入金不足は
一般会計から補填となるため、区の財政を圧迫する要因となる。
　そのため、この収納率の目標値及び実績値が全国平均値や東京他区の状況と比べて、
どの水準にあるか、また実績値が計画値を下回る結果となってしまった要因分析と、今後
の収納率向上への方策についてもわかりやすい説明が必要と思われる。

評価表の記入方法な
どについての評価

「改善・見直しの方向（中長期）」に記載のあるように、今後定型業務は外部委託し効率化
する一方、保険料収納率の向上と、医療費の適正化・縮減等を重点課題として取り組むと
のことである。今後医療費の節減は大切な問題で、ジェネリック薬品の利用促進の他、保
険利用の適正化のための諸調査への対応、また悪質な滞納者に対する対応は重要と考
えられる。
　これらの活動の目標と結果が明瞭に示される、新たな活動指標と成果指標の設定を検
討されたい。

【外部評価に対する所管の対処方針】

拡充

【外部評価】

今後の方向性
（見直しの視点）

手段・方法の見直し（改善）・実施主体の見直し
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財団等経営評価に対する外部評価　①

評
価
表
記
入
方
法

な
ど
の
評
価

・経営分析・定量評価において、「公益認定法において収支状況は「収支相償」と定められており、今年度に
おいて過年度の剰余金も解消され収支相償を満たす結果となった。」とあるが、この言い回しでは、今年度
の赤字分を過年度の剰余金で補てんしたともとれる。そうでない場合は、誤解のないよう文言を見直すととも
に、内容について分かりやすく説明する必要がある。
今後、収支がプラスになった場合は、どう地域に還元していくかという方向で対応すべきである。

・団体総合評価において、「お客様満足度調査の結果から励ましや高い評価を得た」との記載があるが、HP
上で公開されているデータを評価表に明記することにより、評価の根拠を明確にするとよい。

事
業
内
容

①就業機会提供 　②調査研究　③相談　④研修・講習　⑤普及啓発　⑥社会参加等支援　⑦安全就業推進

（
二
次
評
価

）

区
に
よ
る
評
価

　今後の高年齢者雇用対策について、高年齢者の多様な就業ニーズを踏まえた就業機会を確保していく上
で、シルバー人材センターの機能強化を図ることは重要である。杉並区シルバー人材センターは平成24年度
に策定した「中長期方針2012」に基づき事業を進めてきたが、社会情勢の変化や、法令遵守が求められるな
か、事業収入や受託件数等は目標値に届かない現状となっている。ただし、地域ニーズの高い家事支援・子
育て支援サービス分野において、専門コーディネーターの配置や講習会の実施により受注増を図る等、目標
達成に向けた努力をしていることは評価できる。来年度以降も、新たな方針を策定するなど、計画的に高年
齢者の就業機会の拡大に取り組むことを望む。
　就業活動と並んでシルバー人材センター事業の一翼を担う地域貢献活動として、平成24年度から始まった
「シルバー孫の手」事業であるが、実績が伸びていない状況である。多くの会員が、地域の中で役に立ってい
るという実感を得られるよう、積極的な活動を期待する。
　また、法改正により可能となった労働者派遣について、会員のニーズを踏まえた就業機会の拡大を図るた
めにも実施に向けた検討を行うことを望みたい。

外　部　評　価

経
営
状
況
に

対
す
る
評
価

○経営分析（定性評価）について、自己評価では全５項目及び総合でA評価となっているが、評価がオール
Aであることに疑義がないとはいえない。判断理由は以下のとおり。
・平成27年度の事業収入は前年比△16,152千円、、前年度の実績等を基に現実的な目標数値を設定したと
しているが、実績は予算比△23,806千円である。
・補助金収入も平成23年度以降で最も高く、補助金収入依存度も前年比＋0.5%と増加傾向にある。
・事業収入は予算比未達にもかかわらず、事業に係る人件費は予算比＋7,097千円となっている。
・事業評価指標では、活動指標①月平均会員数及び④社会奉仕活動登録・参加者数、成果指標⑧「シル
バー孫の手」実施件数が未達である。

○区への要望として、財政支援、現行補助の継続交付、新規事業の発注等を挙げているが、今後は区に依
存しない経営への方針転換をさらに積極的に図るべきではないか。
○安全就業に関して、傷害事故・賠償事故ともに増加しており、さらなる対策を緊急に講じる必要がある。
○「シルバー孫の手」事業については、PRに努め、地域貢献活動として積極的な取組を期待する。

団体名 公益社団法人杉並区シルバー人材センター 担当部課 保健福祉部高齢者施策課

事
業
目
的

　社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域社会と連
携を保ちながら、その希望、知識及び経験に応じた就業並
びに社会奉仕等の活動機会を確保し、生活感の充実及び
福祉の増進を図るとともに、高齢者の能力を生かした活力
ある地域社会づくりに寄与する。

顧
　
客

区民高齢者及び東京都内発注者
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外部評価に対する所管の対処方針

　ご指摘のとおり、経営分析、定性評価について、区からの補助金収入依存度が増加傾向であるのに「健全性」が
A評価であること、事業収入が予算未到達で、人件費が増であるのに「効率性」及び「経済性」がA評価であることは
必ずしも適当とはいえず、外部評価を受け、法人の自立性強化による経営改善を図るために新たな中長期方針を
策定し目標を定め、単年度ごとに見直しを行い着実な事業運営が図られるよう体制を構築し、以下のことに取り組
んでいきます。
○公共事業のほか民間からの受注の拡大を図り、就業機会の拡大に努める。これにより就業率の向上に取り組
み、事業収入の増収を図る。
入会募集チラシの配布、説明会、シルバー体験講習などを実施し、今後も広く会員の入会促進に努める。
今後、収支がプラスとなった場合は、引き続き地域の高齢者を対象にした公開講座や安全講習会などを開催し、広
く区民の利益となるよう事業展開を実施する。
○人件費については引き続き超過勤務を減らすなど内部努力し、事業費については事業に伴う固定費を削減する
など、今後も積極的に経費削減に努め補助金収入依存度の増加を抑えていく。
○安全就業については、年度ごとに安全就業推進計画を策定し、安全モデル職種の配置や就業現場点検の強化
など実効性のある施策を粘り強く実施し事故ゼロを目指していく。
○「シルバー孫の手事業」について、広報やチラシに頼ることなくさらにPR方法を工夫し、事業の浸透を図る。

　　経営分析Ⅰ（定量指標）の経営分析・定量評価欄の収支相償の説明については、ご指摘のとおり誤解を受けや
すい表現であったため、以下の説明を追加するとともに、今後適切な評価の記載に努めてまいります。
　「シルバー人材センターの会計は、公益目的事業会計と法人会計の２区分あり、職員の人件費は事業への従事
割合により割り振られています。また、当年度の収支がプラスとなった場合は、翌年度以降に公益事業の実施によ
り剰余金を解消します。平成27年度においては、職員3名分の退職金の一部に加え、継続して就業拡大のための
事業PRや会員の就業環境の整備など公益目的事業の実施に剰余金を計画的に使用したため、当年度収支がマイ
ナスとなっています。」
　また、評価にあたっては、アンケート調査のデータを活用するなど評価の根拠を明確にするよう改善を図っていき
ます。

　なお、事業に係る人件費について、経営状況に対する評価欄では「予算比＋7,097千円」とされていますが、正しく
は「予算比＋2,983千円」であり、このデータの齟齬は法人から提出した資料の誤りによるものです。
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第３章 まとめ 

１ 平成２８年度評価を終えて 

（１）平成２８年度の行政評価について  

  当委員会では、所管課及び団体による自己評価表（行政評価表、財団等経営評価表）

に基づいた外部評価を実施しています。さらに、平成２５年度から、外部評価の前後に

所管課との質疑・意見交換も行っており、これにより、委員が現状を正確に把握した評

価とするとともに、委員の専門的知見による意見や提案を直接所管課に伝えることがで

き、充実した委員会活動となっていると考えます。 

一方、区による自己評価については、毎年指摘していることですが、指標が適切でな

いものや、区の取組実績の記述に留まり評価にまで至っていないものなどが見受けられ

ます。 

杉並区の行政評価の目的は、①総合計画の進捗状況、達成度の把握、②職員の政策形

成能力の向上、③説明責任と区政の透明性の確保となっています。評価を行う意味を職

員一人ひとりが理解し、課題解決に向けた適切な評価を行うとともに、施策・事業の内

容や考えが区民に正しく伝わる、わかりやすい評価表となるよう工夫していく必要があ

ります。 

外部評価では、取組内容から評価表の記載内容まで、幅広くアドバイスを行いました。

今後、委員の指摘を踏まえ、担当課において評価や事業等の見直しを進めていただくと

ともに、指摘事項を担当課以外の職員も含めて広く共有し、活用していただくことを願

います。 

各課に対して指摘した主な内容は、次のとおりです。 

 ○指標における目標値が未達成の場合に、なぜ未達成となったのかの要因分析が必要で 

あり、また、未達成であっても質的な向上が図られているのであれば、その内容を記 

載する。 

 ○指標の目標値が下方修正されている場合、目標の達成状況について適切な評価がで 

きないため、その理由を明記する必要がある。 

 ○成果指標の設定において、外的な要因が多くあり、区としての目標値の設定が難しい 

ものは、区の取組が成果として表される目標設定が可能な指標へ見直す必要がある。 

 ○成果指標において、最終的な目標値（100％など）に対する実績値がほぼ達成されてい 

  る指標については、引き続き事業を進めるに当たり、新たな指標を考える必要がある。 

 ○歳入の収納率など他自治体との比較が可能な指標を設定している場合は、全国平均値 

や近隣他区の数値との比較をしたうえで、どの水準にあるのかの評価を記載する。 

 ○評価内容では順調に事業を実施していると記載しているが、指標では目標未達となっ 

ている場合があり、評価内容と指標の達成状況との整合性を図る必要がある。 

 ○「今後の施策の方向性」において「拡充」とした場合に、何をどのように拡充してど 

のように活かしていくのかの方向性を記載すること。また、前年度に予算が増額さ 

れていて、さらに「拡充」とする場合には、既に増額された予算をどのように活用し 
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たのかを検証する必要がある。 

 ○評価表におけるデータ数値の誤記入や記入漏れなどがあり、外部評価の実施に当たり 

適正な評価ができない事例があったため、所管課でのデータ数値や評価内容のチェッ 

ク体制の充実を図る必要がある。 

 

（２）行政評価制度について  

平成１１年度の事務事業評価の導入以降、行政評価は杉並区のマネジメントサイク

ルの一環として定着し、事業の見直しや職員の意識改革などに大きな成果を上げてき

ました。また、評価制度の改善にも努め、他の自治体からも先進的な制度として注目

されてきました。 

しかし、行政評価制度に関しては、大きな課題として、杉並区に限らず「評価疲れ」

「評価制度の形骸化」により行政評価を実施すること自体が目的化している傾向が指

摘されています。このため、ＰＤＣＡサイクルの実効性をより高める工夫、具体的に

は行政評価が計画改定や予算編成にリンクする仕組みをより強化する必要があります。

そこで、行政評価の取組に際しては、毎年度の事務的作業として実施するのでなく、

制度の目的に照らし、所管課及び担当部の方で、管理者（課長及び部長）を含め成果

が上がっているか、目標を達成しているか、どのような改善がとれるか、執行体制（人

員配置）や資源の配分を変えればより効率的・効果的に実施できないか、目標が達成

できなかった場合には原因と対策をどうするかについて全員で議論し、質的な向上を

図るよう工夫されることを望みます。 

さらに重要な課題として、職員の評価能力の向上があげられます。予算や人材など

の限られた資源で区政の課題に対応するとともに、その内容や根拠を区民に説明して

いく基盤となるのが職員の評価能力です。行政評価が担ってきた役割やその成果を継

承し、職員の意識改革や評価水準のレベルアップを図るための研修の実施等について、

喫緊に取り組むことを強く望みます。 

また、区は昨年度から行政評価システムを導入した結果、評価作業の効率化と正確

性を一定程度確保しています。システムについては、今後、評価データの分析機能の

強化等を含め、データに基づいた適切な評価作業を支援するシステムとなるよう改善

が必要だと思われます。さらに、「説明責任と区政運営の透明性の確保」という点から

もシステムを有効活用し、区民サービスの向上に繋がる取組の検討を進めていただき

たいと考えます。 

 

以上、区への期待も込めて、厳しい意見を述べさせていただきました。杉並区は、

子育て支援や高齢者福祉など様々な分野で精力的に取組を進めておりますが、今後は、

本格的な少子高齢化社会に向けて、より効率的・効果的な区政運営や事業の実施が求

められます。このため、職員の皆さんが行政評価の意義や目的を共有し、杉並区をよ

り良くするために何をすべきかという視点に立って評価を行い、施策や事業の質の向

上に繋げていけるよう努めていただくことを望みます。 

31



２　各委員の主な意見

　各委員から出された平成２８年度行政評価への主な意見は、以下のとおりです。

（１）　施策評価・事務事業評価.・財団等経営評価に対する外部評価について

　厚生労働省の「平成20～24年人口動態保健所・市区町村別統計」によると、全国平均の
合計特殊出生率は1.38、東京都の区部1.07、杉並区0.97である。現状のままで何もしない
場合、2110年の日本の人口が4,286万人に減少するという推計もある。これから急増する
後期高齢者の介護等のケアを行うのは若い世代である。今後、わが国が社会的な混乱を起
こさずに存続していくために、合計特殊出生率の向上を図ることは最重要の課題である。
日本のそして地域の最重要政策として子育て支援、保育園の整備に取り組まれることを期
待したい。

○外部評価における「評価表の記入方法などについての評価」については、当該施策・事
務事業だけでなく、他の施策評価・事務事業評価に共通する指摘も多い。ただ、活動実績
を記述するにとどまり施策全体の評価がなされていない等、毎年度同様の指摘が繰り返さ
れているのが現状であり、指摘事項が横展開されていないのは遺憾。外部評価の指摘につ
いて、当該施策・事務事業への対処だけでなく、他の施策評価・事務事業評価にも活用さ
れたい。
○外部評価を実施するにあたっては、正確な情報が示されなければ適切な評価はできな
い。今年度は、特に、評価シート上のデータの誤記入・記入漏れ、追加資料における誤っ
たデータの提示が目立った。
財団等経営評価では、財団からの誤ったデータで外部評価を実施することとなった。デー
タ提供に係る財団の対応はもちろんのこと、財団からのデータミスを主管課が見逃したこ
とも大きな問題であり、主管課においては財団に対するチェック機能の強化等マネジメン
トを見直す必要があるのではないか。
今後は、外部評価にあたって、自己評価の際に、データや評価内容のダブルチェックを必
ず実施する等、精度の高い自己評価及び正確かつ適切な情報を提示されたい。

　外部評価に対してそれぞれの段階の評価が改善されているのは、外部評価に対する対処
方針で明らかにされており、一定の効果が認められる。問題は、外部評価を通じた施策・
事務事業及び財団等の業務内容の改善である。依然として初歩的なミスや誤謬が外部評価
としての抽出で見受けられることから、内部評価としてのチェックにも活かしてほしい。

○目標値未達成の場合、その要因分析をしたうえで、区として対応可能な部分とそうでな
い部分とを切り分けて、区として対応可能な部分についてはしっかりと対応がなされてい
るのか、どの部分が道半ばで課題解決に向けたいかなる取組みが今後いつまでにどの程度
必要になるのかがわかるように、論理立てた評価が求められる。
○また、目標値に達していなくても、質的・内容的な充実が図られているのであれば、そ
の旨を記載することも重要である。
○区側としては当然のこととして取り組まれていることであっても、区民の関心が高く重
要であろうと考えられる取組みについては、評価シートに記載することによって広く情報
提供していくことが必要な場合もあることから、今後はこうした点にも留意した記載を期
待したい。

　施策や事務事業での実績や効果については評価できるが、一方でコスト抑制への対策も
重要であり、事業内容や人件費削減の工夫、事業の委託化についても検討する必要があ
る。
　また、他の自治体での同様な事業の実績などにも目を向けて、区の施策や事業の進め方
の参考としていただきたい。
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（２）　杉並区の行政評価制度について

これから本格化する少子高齢社会において最も重要なのが人材の育成である。良い人材が
育たない地域は存続できない。人材の育成の視点から区の政策を評価していくことが必要
である。

　杉並区では、平成１１年度から行政評価制度を導入し、その後評価結果の活用方法や評
価対象の拡大等改善を図りながら現在に至っているが、導入後１８年が経過し、評価制度
の形骸化が懸念されるところである。
　行政評価制度を機能させるには、職員の意識改革・評価スキル向上が不可欠であるが、
そのための対策が十分とはいえないのではないか。評価制度を機能させ、評価結果を有効
に活用するためには、職員に対する評価のスキルアップに係る対応が喫緊の課題であると
考える。

　行政評価制度としてシステムの改善がなされ、効率化が図れたのは評価できる。しかし
ながら、行政評価を予算や業務・サービスの質の改善、さらには有効な政策形成や展開に
活用するには時期的な側面のみならず、予算・行政管理・人事・広報等のシステムと連動
した制度にすることが重要である。当面、充実、質の向上、効率化、見直し等の評価区分
を客観化できるような評価制度、つまり、サービスの質・量に関する指標を評価に組み込
まれているかの検証をすることが必要である。これにより初めて区の対処方針が現実化さ
れたかの確認ができ、計画や予算とのつながりが確保されると思われる。

　定量的な活動指標および成果指標を設けるのは良しとしても、それのみで施策、事務事
業の実質的な効果や課題が正確に把握できるわけではないことから、指標に照らした評価
もさることながら、指標未達成の場合であっても質的な改善が図られているのか否かにつ
いて、さらには、場合によっては指標そのものの課題についても、評価シートにおいて言
及されることが求められる。

　所管課独自の評価だけでは主観的なものに陥りやすいため、外部評価での所管課ヒアリ
ングを通して、第三者による客観的な評価を実現し、施策・事務事業のより良い方向性を
提言できている。
　また、所管課が事業を進めるに当たっては、どうしても保守的な姿勢になりがちである
が、より積極的に取り組んでいる事業を評価していきたい。
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資料編 

【資料１】 外部評価委員会 委員名簿 

◎は会長、○は会長職務代理

【資料２】 平成２８年度外部評価委員会の活動 

氏  名 所   属 

伊 E

い

A AE関 E

せ き

A A E友 E

と も

A AE伸 E

と し

城西大学経営学部マネジメント総合学科教授

○奥
お く

真
ま

美
み

公立大学法人首都大学東京都市教養学部都市政策コース教授 

総務省「官民競争入札等監理委員会」専門委員 

環境省行政事業レビューに係る外部有識者 

東久留米市外部評価委員会委員 

倉 E

く ら

A AE橋 E

は し

A A E曉 E

さとる 日本公認会計士協会 東京会杉並会副会長

公認会計士

AE田 E

た

A AE渕 E

ぶ ち

A A E雪 E

ゆ き

A AE子 E

こ

行政経営コンサルタント 

総務省 政策評価審議会 委員 

総務省の政策評価に関する有識者会議 委員 

原子力規制委員会 行政事業レビューに係る外部有識者 

◎山
や ま

本
も と

清
きよし

東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策コース教授 

国土交通省政策評価会委員 

財務省政策評価懇談会委員 

回 日  程 内 容 

第１回 平成 28年 8月 31日 平成 27年度外部評価の進め方について 

第２回 平成 28年 11月 2日 所管課事前ヒアリング 

第３回 平成 28年 11月 4日 所管課事前ヒアリング 

第４回 平成 29年 1月 10日 平成 27年度入札及び契約に関する外部評価について 

第５回 平成 29年 1月 31日 
(1)平成 28年度行政評価に対する外部評価について 

(2)平成 28年度外部評価のまとめ 

※所属は、平成 29年 3月現在です。 
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【資料３】  
 

杉並区外部評価委員会条例 

平成26年３月18日 

条例第３号 

（設置） 

第１条 杉並区（以下「区」という。）における行政評価制度を公正かつ中立な立場か

ら充実させ、その客観性を高めるとともに、区が発注した工事等の入札その他の契約

に関し、手続の公正性及び透明性の確保を図るため、区長の附属機関として、杉並区

外部評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について、区長の諮問に応じ、答申する。 

(１) 区における行政評価に関する事項 

(２) 入札その他の契約に係る手続に関する事項 

(３) 入札その他の契約に係る手続に関し、当該契約に利害関係を有する者からの苦

情の申立てに関する事項 

（組織） 

第３条 委員会は、学識経験者その他区長が適当と認める者のうちから、区長が委嘱す

る委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第４条 委員会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会は、会長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

４ 委員会の会議は、公開とする。ただし、委員会の議決があったときは、非公開とす

ることができる。 

（委員以外の者の出席等） 

第６条 委員会は、調査審議のため必要があると認めるときは、委員以外の者を出席さ

せて意見を聴き、又は委員以外の者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（委員の除斥） 

第７条 委員は、自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄弟姉妹の一身

上に関する事項又は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係のあ

る事項については、議事に加わることができない。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ 杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和50年杉並区条例第

31号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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